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研究成果の概要（和文）：発達障害のある子どもの親であり、他の親への相談活動等を行う者は、ペアレント・
メンターなどと呼ばれる。しかし、国内外において、ペアレント・メンターの養成に関する研究は少ない。本研
究では、ペアレント・メンターに関するプログラムの評価ツールの作成を目的とし、プログラムの効果を検証す
るための尺度を作成した。

研究成果の概要（英文）：We developed a Japanese version of the Psychological Empowerment Scale as a 
measure of training programs for supporting parents of individuals with developmental disabilities. 
 

研究分野：特別支援教育、障害児心理学

キーワード： ペアレント・メンター　養成研修　評価　尺度

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
メンターによる相談活動と養成研修の評価方法が確立されれば、より体系的なメンタープログラムの開発及び運
用が可能となる。メンター研究の成果は、発達障害以外の障害タイプの領域における家族支援研究への応用が可
能であり、その意味において、広い意味での家族支援研究のより普遍的な蓄積と発展に寄与するものと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 

障害のある子どもを育てた経験をもとに、他の親の悩みを聞き情報提供を行うなどの支援に

従事する親は、ペアレント・メンター（以下、メンターと表記する）と呼ばれる。メンターに

よる他の親への支援は、1980 年代の自助（self-help）ムーブメントの中で、主に欧米諸国にお

いて発展した。例えば、米国内で広く実施されているメンタープログラムでは、子どもの年齢

や障害、親の年齢、家族構成などの情報に基づきメンターと他の親とのマッチングが行われ、

家族のニーズに応じた支援が提供される。日本では発達障害の親の会を中心に、メンターによ

るグループ相談や電話相談、啓発活動の開催、ペアレントトレーニングの補助などの活動が各

地で実施されている。 

ASDなどの発達障害児・者の家族は、さまざまなライフステージにおいて信頼できる相談相

手を必要とする。しかし、子どもが診断を受ける前後や、就園・就学、進学、就職などはそれ

ぞれが重要な時期であり、そうであるからこそ、支援者が家族の悩みや不安な気持ちを受けと

め、適切な情報や助言を提供することは容易ではない。この問題は、相談する家族の安心感や

満足度と関連があると考えられる。Thoits(1986)は、親同士の支え合いにおける重要な要素の一

つとして「類似性」を挙げ、「自分と同じ状況にある他の親が悩みや気持ちを理解してくれると

感じる時、他の親からの助言が信頼性、確実性をもって伝わり、より困難な状況に対処しよう

とする気力が生まれる」と、親支援におけるメンターのメリットを指摘している。障害のある

子どもを育てる親にとって、自分と同じ境遇の子育て経験をもつ「先輩」（メンター）は貴重な

存在であり、メンターに話しを聞いてもらい、同じ立場から共感してもらえることは大きな心

の支えになる。このような形の共感は、専門家の相談支援では実現し難い効果の一つであり、

親同士だからこそ得られる親近感や信頼感による相談者の心理的な抵抗感の軽減が非常に有用

に働くのだと考えられる。 

以上に加えてメンターには、専門家が得にくい特別な情報にアクセスできるという利点があ

る。例えば、メンターのもとには、他の親から地域の学校や福祉サービスについての情報が集

まる。こうしたサービスユーザーの率直な感想や意見は、専門家にとって非常にアクセスしに

くい情報であるが故に、メンターの特別な有用性を強く示すものでもある。きょうだいや祖父

母の問題など個別性の高い相談に対して、自らの経験をもとに助言できることもメンターの強

みである。 

メンターの強みを生かした他の親への支援は、どのような効果をもたらすのだろうか。Singer

ら（1999）は、アメリカの 5州で実施されたメンタープログラムの効果を調べるため、参加者

の認知的適応、家族エンパワーメント(family empowerment)、対処(coping)、効力感（efficacy）

などを測定した。その結果、2 カ月間のプログラムの終了後、参加者の成績が、非参加者の成

績と比べて統計的に有意に高くなっていた。Santelli(1995)らは、メンタープログラムに参加し

た親の 80％以上がプログラムは「役に立つ」と感じ、また多くの親が自分の置かれている困難

な状況を理解し受け入れ、その状況に対処することができるようになった、と報告している。

また Santelli ら(1997）の研究では、多くのメンターが「他の親の支援」や「自分が過去に参加

したプログラムへの恩返し」のためにプログラムに協力していることが示された。また「コー

ディネーターから個別的な支援を受けることができた」など、プログラムに協力した経験を肯

定的に捉えていたことも明らかとなった。以上のことから、メンターが行う親支援においては、

相談者だけでなくメンター自身もプログラムの恩恵を受けていると考えられる。また、社会的

に意義のある活動に従事しているという充実感・満足感が得られることもメンター自身にとっ

ての「メリット」の一つであろう。 



メンターによる支援は、支援者や専門家のメリットにもつながる。例えば、保健センターや

医療機関がメンターサービスを利用することによって、育ちに課題のある子どもの子育てに悩

む保護者の発達相談や受診のタイミングが早まれば、より早期からの支援が可能になる。また

メンターが、親と行政・支援機関の間に入ることによって、親が行政サービスを継続的に利用

したり、また親と支援機関が良好な関係を続けていきやすくなるということもある。 

以上の様に、メンターによる相談活動は、発達障害のある子どもの親・家族への支援方法とし
て、その効果が期待されている。しかし、メンタープログラムの評価方法は確立されておらず、
プログラムの効果を検証した研究は少ない。 

メンターによる相談活動において、相談技術などについての訓練や研修を受けていない親が

他の親の相談を受ける事には、少なからずリスクを伴う。米国のプログラムでは、親同士のマ

ッチングが行われる前に、相談活動に必要な知識や技術について、一定の訓練を受ける事が奨

励されている。日本における実践でも、メンター養成研修の開発が進みつつあるが、その効果

を検証し内容を検討・修正する作業が必要である。しかし、日本では、メンターによる相談活

動、及びメンター養成研修の効果を検証した研究はほとんどない（竹澤，2013）。メンターによ

る相談活動と養成研修の評価方法が確立されれば、より体系的なメンタープログラムの開発及

び運用が可能となる。より体系的なメンタープログラムを開発するためには、その効果を検証

し、評価に基づいて内容を検討・修正する必要がある。 

メンター研究の成果は、発達障害以外の障害タイプの領域における家族支援研究への応用が

可能であり、その意味において、広い意味での家族支援研究のより普遍的な蓄積と発展に寄与

するものと考える。 

２．研究の目的 

（１）メンターによる相談活動の効果を判断するための指標の検討を行う。海外の先行研究で

使用されている尺度を翻訳し、予備調査を通して質問項目を決定する。 

（２）メンター養成研修の効果を判断するための指標の検討を行う。国内で実践されている研

修の内容や、海外の養成プログラムのガイダンスを参考に、質問紙を作成する。 

（３）作成した質問紙を用いて、メンターによる相談活動、及びメンター養成研修の効果を検

証する。 

 

３．研究の方法 

海外の先行研究で使用されている尺度を翻訳し、質問紙の項目を検討する。また、海外の養

成研修のガイダンスを参考に、マニュアルや、参加者の理解度・満足度に関する尺度を作成す

る。作成した質問紙を用いて、メンターによる相談活動、及びメンター養成研修において予備

調査及び本調査を実施し、信頼性と妥当性を検討する。 

 

４．研究成果 

日本における発達障害ペアレント・メンター・プログラムのアセスメントバッテリーの開発を

目指し、The Psychological empowerment scaleを翻訳し、尺度案を作成した。尺度案の作成に先立

ち、研究代表者及び研究分担者が米国カンザス大学を訪れ、尺度の作成者であるDr.Summersら

と打ち合わせを行った。打ち合わせでの検討課題に基づき、代表者が32項目の尺度案を作成した。

尺度案について、研究分担者とともに検討を行った。専門用語や日本では馴染みのない概念につ

いて、研究参加者が分かりやすい表現に修正するとともに、項目全体について用語の統一を図っ

た。例えば、parent organization やservice programなどは複数の項目で用いられているが、具体的

な内容や文化的な差異を考慮して翻訳し、各項目の文脈を損ねることなく用語を統一する必要が



あった。またadvocateやneedsなど、専門的な意味を含み、一般的に馴染みのない語の翻訳には注

意を払う必要があった。尺度全体の構成についても研究分担者とともに再検討し、尺度案の修正

版を完成させた。今後は尺度案の修正版を用いてデータを収集する予定である。まず予備調査を

通して修正版の各項目の修正を行い、最終版を作成する。その後、最終版を用いて収集したデー

タについて、統計処理を行い尺度の妥当性及び信頼性を確認する。 
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